
税務課

１ 税制改正

地方税法の一部改正等により、税条例に係る次の事項を施行した。

個人住民税関係

ア 住宅借入金等特別税額控除の適用期限の延長

住宅借入金等特別税額控除の適用対象となる居住年を令和 年末から令和 年末までに延長

し、適用対象の個人住民税については令和 年度分までを令和 年度分までに改めた。

固定資産税関係

ア 土地に係る負担調整措置

土地に係る固定資産税の負担調整措置について、激変緩和の観点から、令和 年度に限り、

商業地に係る課税標準額の上昇幅を、評価額の ％とした。

軽自動車税関係

ア グリーン化特例（軽課）の見直し

電気自動車等に重点化した上で 年間延長した。

２ 課税状況

個人市民税

ア 市民税納税義務者等状況 （「市町村課税状況等の調」による。令和 年 月 日現在）

所得者区分

均等割を納める者 所得割を納める者
納税義務者数納税義務者数 均等割額 納税義務者数 所得割額

（人） （千円） （人） （千円） （人）

給与所得者

営業等所得者

農業所得者

その他の所得者

家屋敷等のみ

合 計

イ 市民税課税標準段階別所得割額等状況

（「市町村課税状況等の調」による。令和 年 月 日現在）

課税標準額の段階
納税義務者数 構成割合 所得割額 構成割合

（人） （％） （千円） （％）

万円 以下の金額

万円 を超え 万円 以下

万円 を超え 万円 以下

万円 〃 万円 〃

万円 〃 万円 〃

万円 〃 万円 〃

万円 〃 万円 〃

万円 〃 万円 〃

万円 を超える金額

合 計
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法人市民税

ア 課税対象法人数 （「市町村課税状況等の調」による。令和 年 月 日現在）

資本金等による区分 従業者数 納税義務者数（団体） 構成割合（％）

億円を超えるもの 人超

億円を超え 億円以下のもの 人超

億円を超えるもの 人以下

億円を超え 億円以下のもの
人超

人以下

千万円を超え 億円以下のもの
人超

人以下

千万円以下のもの
人超

人以下

法 人 で な い 社 団 等

合 計

イ 調定額（現年課税分） 令和 年 月末日現在

均等割額（円） 法人税割額（円） 計（円）

固定資産税

ア 土地（法定免税点以上のもの）

（「土地に関する概要調書」による。令和 年 月 日現在）

区 分 納税義務者（人） 地積（㎡） 決定価格（千円） 課税標準額（千円）

田

畑

宅 地

鉱泉地

山 林

牧 場

原 野

雑種地

計

イ 家屋（法定免税点以上のもの）

（「家屋に関する概要調書」による。令和 年 月 日現在）

区 分 納税義務者数

（人）

棟数（棟） 床面積（㎡） 決定価格（千円）

木 造

非木造

計

うち新増築分 （「家屋に関する概要調書」による。令和 年 月 日現在）

区 分 納税義務者数

（人）
棟数（棟） 床面積（㎡） 決定価格（千円）

木 造

非木造
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ウ 償却資産（法定免税点以上のもの）

（「償却資産に関する概要調書」による。令和 年 月 日現在）

区 分 納税義務者数（人） 決定価格（千円） 課税標準額（千円）

市長が価格等の決定を行うもの

法第 条関係

計

エ 国有資産等所在市町村交付金

（「国有資産等所在市町村交付金に関する概要調書」による。令和 年 月 日現在）

区 分 交付者数 台帳価格（円） 算定標準額（円） 交付金額（円）

土 地

家 屋

償却資産

計 団体

軽自動車税

（「市町村課税状況等の調」による。令和 年 月 日現在）

区 分 台数（台） 税率（円） 調定額（千円）

自
転
車

原
動
機
付

以下

～

～

ミニカー

小 計

軽

自

動

車

二輪車 含側車

三輪車（新税率）

四
輪
車

旧
税
率

乗用（営業用）

乗用（自家用）

貨物用（営業用）

貨物用（自家用）

新
税
率

乗用（営業用）

乗用（自家用）

貨物用（営業用）

貨物用（自家用）

重
課

乗用（営業用）

乗用（自家用）

貨物用（営業用）

貨物用（自家用）

軽
課

乗用（営業用）

乗用（自家用）

貨物用（営業用）

貨物用（自家用）

軽
課

乗用（営業用）

乗用（自家用）

貨物用（営業用）

貨物用（自家用）

軽
課

乗用（営業用）

乗用（自家用）

貨物用（営業用）

貨物用（自家用）

小 計

小特

型殊

農耕作業用

その他作業用

小 計
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二輪の小型自動車

合 計

市たばこ税（令和 年 月～令和 年 月調定）

期 間 税 率 売渡し本数（本） 税 額（円）

令和 年 月～令和 年 月 円／ 本

手持品課税 申告漏れ 税 率 手持本数（本） 税 額（円）

令和 年度・令和 年度分 円／ 本

市たばこ税 合計

都市計画税（法定免税点以上のもの）

（「都市計画税に関する調」による。令和 年 月 日現在）

区 分 納税義務者数（人） 課税標準額（千円）

土 地

家 屋

計 実数

入湯税（令和 年 月～令和 年 月調定）

ア 入湯者数

入湯者数

合計（人）

課 税 人 数（人） 課 税 免 除 人 数（人）

計 宿 泊 日帰り 計 小学生以下 学校行事等

イ 入湯税額

税率（円） 税額（円）

宿 泊

日帰り

計

３ 収入の状況 （単位：円，％）

区 分
調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額

徴収率

市民税

個人 現年課税分

〃 滞納繰越分

法人 現年課税分

〃 滞納繰越分

固定資産税

純固定資産税

現年課税分

滞納繰越分
国有資産等所在市町村交付金

軽自動車税

種別割

現年課税分

滞納繰越分

環境性能割

市たばこ税

都市計画税

現年課税分

滞納繰越分

入湯税

一般会計 市税 計
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現年課税分

滞納繰越分

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

交付金 計

（令和 年 月 日現在）

４ 窓口事務

諸証明発行、閲覧内訳 単位：件

区 分
納税証明 所得

証明

評価

証明

公課

証明

住宅用家屋証明

軽自 一般 条の ・ 条

上半期

下半期

年間計

区 分
軽自動車減免

受けない証明

国保

税額

営業

証明

その他

証 明

課税台帳

閲 覧
合 計

上半期

下半期

年間計

原動機付自転車登録等状況 単位：件

区 分 登 録 廃 車 その他 合 計

上半期

下半期

年間計

５ 手数料等の徴収事務

月

別

諸 証 明 等 督 促

件数（件） 金額（円） 件数（件） 金額（円）

計
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６ 県民税の賦課徴収事務

県民税の課税及び徴収の状況 （単位：円，％）

区 分 調定額 収入済額 不納欠損額 未収入額
徴収率

計

現年課税分

滞納繰越分

県民税徴収事務取扱及び委託金

区 分 算 定 基 礎 乗 数 委託金の額（円）

納 税 義 務 者 数 人 円

過 誤 納 還 付 金 円

還 付 加 算 金 円

配 割 株 割 還 付 分 円

納 税 通 知 書 等 の 数
平成 年度以前分

枚 円

払 込 税 額
平成 年度以前分

円

計

７ 還付金事務

一般市税及び国民健康保険税の更正決定等に基づく還付

区 分

歳 出 還 付 歳 入 戻 出

件数（件） 還付金・加算金（円） 件数（件） 還付金（円）

一般市税等 計

個人市・県民税

法人市民税

固定資産・都市計画税

軽自動車税

国民健康保険税

８ その他の事務

税申告受付の合同開催

令和 年 月の税申告から、市が行う市・県民税の申告受付と税務署が行う確定申告の受付

をみっきぃホールにおいて合同で開催した。

キャッシュレス対応レジの導入

令和 年 月から、窓口で発行する各種証明書の交付手数料の支払い方法として、キャッシ

ュレス決済を導入し、市民の利便性向上を図った。また、現金での支払い（納税含む）にはセミ

セルフレジを使用することにより、金銭の授受による市民と職員の接触をなくし、感染症予防に

努めた。
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広報活動

納税等に関する意識の高揚を図るため、次の活動を実施した。

ア 申告に関する指導と 活動

イ 「広報みき」による 活動

ウ 税理士による税務相談の実施（原則、 月～ 月の第 水曜日）

土曜開庁

毎月第 土曜日に開庁し、所得証明等の発行や収納事務を行った。
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